
草津市子ども・子育て支援事業計画　全期間評価（平成２７年度～令和元年度） 目標1 資料５

基本目標1 子どもたちがたくましく育つことのできる環境づくり

番号 施策名 番号 事業名 担当課 ％ 平均

1 私立保育所の整備 幼児施設課

平成29年度に実施した「子ども・子育て支援事業計画」の中
間見直しの結果、保育需要が計画を上回るペースで推移し
ていることが判明したことから、新規民間保育所整備に係る
公募を実施し、1事業者を選定。また既存民間保育施設によ
る定員増を4施設実施すること、および、なお不足する定員
について平成30年度に再公募を実施する方針を決定し、公
募の結果、１事業者を選定した。また、第二期計画における
各指標により、保育需要が高まることが判明したことから、
令和元年度に公募を実施し、３事業者４施設を選定し、令和
３年４月開園を予定している。当初の計画にはなかった施策
であるが、待機児童の解消のため必要な定員を確保するべ
く機動的に対応できた。

就学前人口や保育需要等の動向は日々変化していること
から、関係課との連携を密にし、情報交換や分析等を定期
的に実施することで、必要な施策を必要なタイミングで実施
できるよう努める必要がある。

A
継続
(拡充)

平成30年度に再公募、選定した事業者による民間保育所
の新設・開園（定員110人）を令和2年度に予定しているほ
か、令和元年度に公募、選定する事業者による民間保育所
の新設・開園（定員240～300人）を令和3年度に予定してい
る。

100

2 小規模保育施設の展開 幼児施設課

当初の計画通りに進捗し、平成31年4月に新規開園を実現
することができた。また、第二期計画における各指標により
低年齢児の保育需要が高まることが判明したことから、令
和元年度にも公募を実施し、4事業者4施設を選定し、令和2
年4月に開園した。

学区毎に子どもの数や需要・確保数に差があることから、的
確にニーズに応えるため、募集エリアやその方法等につい
て検討する必要がある。

A
継続

(現状維持)

令和元年度においても、平成30年度と同様に2施設の新設
に係る公募を実施する。なお、募集エリアについては、需要
の高いエリアをカバーするため、これまでの「草津駅・南草
津駅から半径1ｋｍ以内で各1施設ずつ」から、「草津駅・南
草津駅から半径1.5ｋｍ以内で、合計2施設」へ変更して公募
する。

100

3 幼稚園の改修整備 幼児施設課

平成30年度においては、一部の施設については、保護者や
住民の理解を得るのに時間を要したものの、最終的には計
画していた３施設すべてにおいて、工期の延期等もなく、予
定どおり整備工事を完了することができた。令和元年度は、
2つの施設の整備工事の入札が不調となったことから、工程
を見直して整備工事を実施した。

工事を実施するにあたっては、その計画段階から関係者な
ど随時情報提供したり、要望を聞き取ったり、説明会を実施
するなど、きめ細かな対応をする必要がある。

B
継続

(現状維持)

令和元年度は、（仮称）玉川認定こども園整備2期工事、（仮
称）常盤認定こども園整備工事、（仮称）笠縫認定こども園
整備工事実施設計、（仮称）老上認定こども園整備工事実
施設計
令和2年度は、（仮称）笠縫認定こども園整備工事、（仮称）
老上認定こども園整備工事、（仮称）矢倉認定こども園整備
工事実施設計
令和3年度は、（仮称）矢倉認定こども園整備工事を予定し
ている。

80

4
幼稚園教諭・保育士等の
確保

幼児課

保育園や認定こども園をめぐる県内初のバスツアーを実施
したことで、草津市の保育の魅力を潜在保育士や養成大学
の学生に啓発することができ、草津市への就職につながっ
た。

本市の有効求人倍率＝７．４５（H31年度調査結果）で県内
トップ、また、全国的にも上位に位置する。また、各市で様々
な保育士確保策を実施しているため、より魅力的で効果的
な新しい保育士等の確保策を講じることが喫緊の課題であ
る。

B
継続
(拡充)

県、関係機関、養成校等と連携を図りながら、有資格者の
再就職や資格取得見込者に向けた就職につなげるための
政策を積極的に実施。

80

5
地域型保育事業への連携
等の支援

幼児課
巡回指導員の配置により、個々の施設における運営等の課
題に即した支援を行うことができ、各施設における運営能力
の向上を図ることができた。

卒園後の円滑な接続のための連携が促進されるように民
間保育園等に働きかけるなど、受け入れ連携体制の強化を
図る。

A
継続

(現状維持)

民間保育園での連携体制が促進されるようにする。
公立の幼稚園型認定こども園での３歳児以降の受け入れを
検討する。

100

6
就学前の教育・保育の充
実（保育認定）

幼児課
幼児施設課

年々高まっていく保育需要に対し、供給が完全には追い付
いていない状態である。

保育供給量の不足。 B
継続
(拡充)

保育需要を満たすべく、関係課と連携しながら、施設や人材
の確保を目指す。

80

7
就学前の教育・保育の充
実（教育標準時間認定）

幼児課
幼児施設課

計画と比較して実績が下回っているが、量の見込みとの比
較では確保方策の方が大幅に上回っていることから、適切
に進捗ができている。

特になし。 A
継続

(現状維持)
こども園については、保育と幼児教育の需要に応じた供給
とすべく、受け入れ枠を調整していく。

100

8 多様な主体の参入促進 幼児課
低年齢児の保育需要に応え、小規模保育施設を増設する
中、開設前から開設後にかけて円滑な運営にかかる指導・
支援を行い、質の高い保育の提供を図ることができた。

小規模保育施設同士の運営上の情報共有・交流を行ったこ
とで、円滑な施設運営を図ることができ、情報共有の場の重
要性が確認できた。

A
継続

(現状維持)

小規模保育施設の運営体制が安定し、質の高い保育が提
供できるように、巡回支援・指導を強化するとともに、法令遵
守のもと、適切な運営や保育体制となるように市としての支
援・指導体制を強化する。また、研修の充実を図るととも
に、積極的に施設間の情報交換の場を持つ。

100

9 公立保育所の整備 幼児施設課
草津第二および第三保育所は平成26年度に、第四保育所
は平成27年度にそれぞれ耐震工事を実施済である。

特になし D 完了 - -

10 3歳児親子通園事業 幼児課
幼稚園での親子通園体験を通して、３歳児が楽しみながら
生活経験を広げることができた。また、保護者の子育て支
援や交流がもて、地域の子育てを応援することができた。

３歳児親子通園事業を通して、３歳児の発達にあった触れ
合いの場や学びの場の重要性を確認することができた。

A
継続
(縮小)

公私立による認定こども園化の促進により３歳児教育の場
が整ってきたことにより、受け入れ数の見直しを行う。新た
に２歳児に対する子育て支援について検討する。

100

1

総評から見えてきた課題総評
施策 事業

就学前の教育・
保育環境の整
備

評価

93.3

施策の
進捗度

本施策の
今後の
方向性

第２期計画の基体的な施策方針

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 1 / 14 ページ
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11
認定こども園、幼稚園およ
び保育所を対象とした研
修

幼児課
心豊かで健全な乳幼児を育成する為に、研修を実施するこ
とにより教育・保育推進者としての資質の向上および専門
的な知識や技術の向上を図ることができた。

就学前教育・保育施設職員それぞれが研修に参加しやす
い時間帯が違い、各施設によって研修参加人数にばらつき
があるため、研修時間の工夫が必要である。

A
継続

(現状維持)
最新の保育情報や各施設や保育士等のニーズに対応でき
るような研修を開催していく。

100

12
就学前教育と小学校教育
の連携の推進

幼児課
接続期カリキュラムや公開保育等を通して、互いの保育・教
育内容を理解することにより、就学前から小学校への子ども
の成長や学びの円滑な接続を推進することができた。

今後も幼小接続期の大切さを共有するため教育委員会・各
小学校と連携し、多くの学校教員に就学前教育・保育の重
要性や円滑な接続のための方策への理解推進が必要であ
る。

A
継続

(現状維持)
教育委員会・各小学校と連携を密にし、就学前から小学校
への子どもの成長や学びの円滑な接続を推進していく。

100

13
幼稚園ステップアップ推進
事業

幼児課

・子どもの発達段階に応じた環境構成や教材研究の大切さ
を学ぶことができ、教員の指導力をアップさせることができ
た。
・自然体験活動や地域の方との触れ合いなどを通して、人と
の温かな触れ合いの心地よさを味わうことができた。

教員の指導力の向上と、園の特色を生かした保育内容とな
るようにカリキュラムマネジメントの実践が必要である。

A
継続
(拡充)

教師の指導力向上のため園内研究会を実施し、質の高い
学びが得られる体験活動の充実、地域の特色を活かした園
経営の創意工夫などの実現に向けてさらに積極的な取組を
行う。

100

14
保育体験・異年齢交流の
推進

幼児課
小学校とは、5年生と5歳児の交流（5・5交流）等、異年齢交
流の推進を図り、中学校とは職場体験の受入れを積極的に
行い、豊かな人間関係の構築を推進することができた。

小学校との交流については、保育施設の増加により、受け
入れ側である学校の調整が困難となっており、内容の見直
しや回数の精選が必要である。

A
継続

(現状維持)

中学校とは職場体験の受入れを積極的に行い、小学校で
は保育所・幼稚園・認定こども園との円滑な接続のために、
異年齢交流の推進を図る。また、プローチカリキュラムやス
タートカリキュラム等、教育・保育内容にかかる職員間の共
通理解や推進体制の強化を図る。

100

15 就学前教育サポート事業 幼児課
臨床心理の視点から専門的なアドバイスをもらうことで、支
援の方法を再検討することができた。

早い時期から日程調整をして実施することで、年間を通して
の手立てを検討することができたが、近年緊急性のある対
応案件が発生していることからより充実した手立てが必要で
ある。

A
継続

(現状維持)

大学や関係機関との連携により、心理と保育研究分野から
幼稚園教諭・保育士等への支援を強化し、心理的負担の軽
減と、教育・保育力の質の向上を図る。

100

16
認定こども園、幼稚園およ
び保育所の園庭開放

幼児課
園庭を開放することで、親子の触れ合いの場を提供するこ
とができた。

認定こども園における在園児向けの園庭開放については、
時間帯などを考慮する必要がある。

A
継続

(現状維持)
園庭開放を通して、親子の触れ合いの場を提供し、幼児教
育施設としての役割を担う。

100

17
公立認定こども園の移行
推進

幼児施設課
子ども・若者
政策課

モデル園の１つは、改築工事中に判明した過去の施工不良
の是正等の対応のため、開園が１年延期になったが、平成
３０年４月までにすべてのモデル園を開園することができ、
幼保一体化の推進を行うことができた。

今後も幼保一体化推進計画に基づき幼保一体化の推進を
行う。

A
継続

(現状維持)
子ども・子育て支援事業計画に幼保一体化の推進について
記載のうえ、推進を行う。

100

18 保育実践交流研修の実施 幼児課

公立認定こども園、幼稚園および保育所での日課や教育・
保育内容を交流することにより、幼保一体化に向けての課
題や方策について考える場とし、互いの良さを活かした教
育・保育内容の充実を図ることができた。

特になし A
継続

(現状維持)
質の高い就学前教育・保育の充実をめざして、これまでに
培ってきた専門性をさらに高める実践交流を図る。

100

19
就学前教育・保育カリキュ
ラムの推進（共通カリキュ
ラム）

幼児課

公立施設だけでなく、民間保育園等との意見交換や公開保
育研究会等を通して、草津市における質の高い就学前教
育・保育ならびに円滑な小学校との接続に関する学び合い
ができた。

公立施設だけでなく、草津市の幼児教育施設全体が高まる
ような取組に発展させていくことが必要。

Ａ
継続
(拡充)

就学前施設におけるすべての子どもの豊かな育ちを保障
し、質の高い教育・保育を確立するため、公立の認定こども
園、幼稚園および保育所における共通カリキュラムを活用し
た実践・検証に取組み、質の高い就学前の教育・保育の促
進を図る。

100

20
私立認定こども園への移
行促進

幼児施設課

民間教育保育施設の認定こども園への移行は徐々に増え
てきており、令和2年4月時点で13施設となっている。そのう
ち、11施設が幼保連携型、1施設が幼稚園型、1施設が保育
所型であり、今後も移行を予定している施設があることか
ら、支援を継続する。

民間保育所が認定こども園へ移行する場合、保育定員を減
らして教育定員に振り替える意向を示す施設がある。待機
児童が発生している最中であるため、移行する際には保育
定員は、維持増員させつつ教育定員を設けるよう働きかけ
をしていく必要がある。

A
継続

(現状維持)

認定こども園への移行の意向が示された施設については、
保育定員は維持増員させることを前提とし、必要な手続き
等について、引き続き支援していく。

100

就学前の教育・
保育内容の充
実

100.0

2 100.0

3
就学前の教育・
保育の一体的
提供

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 2 / 14 ページ
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21 地域協働合校の推進 生涯学習課
地域コーディネーターを配置することで、地域ボランティアの
方々からの一方向的な支援活動から、地域と学校が目標を
共有して行う双方向の「連携・協働」型の活動に進展した。

地域コーディネーターやボランティアの高齢化が進み、事業
の安定した継続が難しくなる中、これまでこの活動を支えて
きた地域住民と新たに参画する地域住民が協力し、それぞ
れの経験や知見を尊重し合いながら活動を推進できる環境
を整える必要がある。

A
継続

(現状維持)

学校、家庭、地域が、教育目標や課題を共有し、知恵と力を
出し合って、青少年の健全育成、子どもと大人の協働による
共育ち、地域コミュニティの育成を目指し、体験授業、各種
イベントなどを実施します。

100

22
学習ボランティア登録の推
進

生涯学習課
市民の学びや知識・経験を活かした社会参加活動を促すこ
とが出来た。

多様な人材に新たにバンクに登録いただき、登録者全体の
すそ野を広げることや、既存のバンク登録者の新たな活動
の場の開拓が課題となってきている。

B
継続

(現状維持)

各種学習活動などにより得られた知識や経験を活かしたい
という学習ボランティア（個人および団体）を登録し、登録情
報の提供を通して生涯学習活動を推進します。

80

23 親子遺跡発掘体験
歴史文化財
課

遺跡発掘調査や出土品の整理作業体験は、子供たちの地
域の歴史への理解を深める格好の機会となるが、発掘調査
業務は期間・調査経費等に制約があるため、計画した時期
に実施できない場合が多く、課題が残る。

毎年、確実に実現できるものではないことから、他の体験事
業（地域文化財の見学会等、他の啓発事業）との組み合わ
せの中で実施することなど、当該支援事業計画を見直す必
要がある。

C
継続

(現状維持)

遺跡発掘調査、出土品整理作業、地域文化財見学会等の
体験学習の機会を通し、子供の地域の歴史への理解を深
める学習支援を図ります。

60

24
歴史資産を活かした体験
機会の充実

草津宿街道
交流館

学校団体の見学受け入れ、出前授業を行い、子ども向け事
業および草津宿本陣でのワークショップ等を定期的に開催
しました。

より多くの子供たちに向けて草津の歴史や文化に触れる機
会を提供し興味、関心を持たせていくか。

B
継続

(現状維持)
より参加しやすく、関心が図れるように、イベントやワーク
ショップの内容を引き続き検討していく。

80

25 こどもエコクラブの充実
くさつエコス
タイルプラザ

地域の環境学習に対する支援として、情報提供を行った。
『環境学習教材の貸出』や『環境学習への講師派遣』の内
容を充実させるとともに、「こどもエコクラブ」の加入を促進す
るよう、声掛け等を行う必要がある。

B
継続

(現状維持)

『環境学習教材の貸出』や『環境学習への講師派遣』の内
容を充実させるとともに、「こどもエコクラブ」の加入を促進す
るよう、声掛け等を行う。

80

26
スポーツ教室やイベントの
開催

スポーツ保
健課

新型コロナウイルス感染症の影響等により、開催中止と
なった教室があったものの、競技スポーツから、誰もが楽し
めるニュースポーツまで、様々なジャンルのスポーツ教室や
イベントの開催などを実施した結果、教室等への参加者数
が増加し、子どもたちのスポーツ環境の充実に向けた取り
組みができた。

引き続き、受講者のニーズを踏まえ、種目や開催時期を考
慮する必要がある。

A
継続

(現状維持)
引き続き、スポーツ教室やスポーツイベントを開催する。 100

27
統合型地域スポーツクラ
ブへの支援

スポーツ保
健課

新型コロナウイルス感染症の影響等により、開催中止と
なった教室があったものの、例年多数の教室やイベントが
開催できており、集客のための周知の支援や、イベントを開
催するための補助を行うことができた。

引き続き、受講者のニーズを踏まえ、種目や開催時期を考
慮する必要がある。

A
継続

(現状維持)
引き続き、スポーツ教室やスポーツイベントを開催に対して
支援する。

100

28 わんぱくプラザの推進
まちづくり協
働課

各年度とも各まちづくり協議会において、地域一括交付金
事業として、自然体験活動や地域ボランティア活動など、地
域の実情に応じた内容で事業が実施され、地域の子どもと
大人がふれあう場の提供を行うことができた。

特になし A 廃止

わんぱくプラザは廃止となりませんが、地域一括交付金事
業の中での配分額も少額であり、また、各まちづくり協議会
において、事業内容の計画等をしていただいていることか
ら、評価が困難であるため、削除したいと考えております。

100

29
子どもの読書活動推進事
業（子ども対象）

図書館

未来を担う子どもの育成を推進するため、年齢層・対象別に
事業を実施して、読書活動推進を担っている。
専門的・継続的事業であり図書館定例行事として定着して
いる。

市民ニーズを把握し、より年齢層・対象別に専門的・継続的
な事業を行う必要がある。特に乳幼児(0、1、2歳児)とその
保護者対象のおはなしのじかんは年々ニーズも高まってき
ている。

A
継続
(拡充)

対象年齢のニーズに合わせながら、より専門的・継続的な
定例事業としてサービス向上を目指したい。

100

30 学校図書館支援事業 図書館
全１４小学校へ学期毎に巡回を行い、各学校で工夫した活
用がみられるようになり、学校図書館支援事業の効果が見
られる。

巡回図書セットの内容の見直しや本の入れ替え作業などを
行い資料の新鮮さを保つ必要がある。

B
継続
(拡充)

巡回図書セットの内容の見直しや本の入れ替え作業などを
行うことや、学習補助教材として新たな貸出セットを増やし
ていくなど、学校ニーズをより把握し、連携を深めていく。

80

31 学校支援活動事業 図書館

「図書館見学」(小学校)、「中学生職場体験」(中学生)につい
ては学校と図書館との連携事業として毎年開催し、図書館
や読書に興味関心を持ってもらう契機となっている。
「出張ブックトーク」については実施校と未実施校に差が見
られる。

「出張ブックトーク」については、引き続き「未実施校」への
働きかけが必要である。

B
継続
(拡充)

引き続き学校との連携を深めながら実施し、「出張ブック
トーク」については、全６中学校での実施を目標に「未実施
校」へ働きかける。

80

32
子どもの読書活動促進事
業（一般対象）

図書館

講演会を実施することで、新たな利用者の拡大や図書館や
読書についての知識を深める契機となった。「ブックトークの
会」により専門能力向上に努め、研修成果を「出張ブック
トーク」等に活かせた。

子ども読書活動の促進事業となるよう、さらなる内容の充実
を図る必要がある。

B
継続

(現状維持)

講演会においては、予算面の制約はあるが、情報収集や他
機関との連携等工夫した企画を行います。また「ブックトーク
の会」においても引き続き研修を行うことで、司書の専門性
向上と組織力アップを図ります。

80

33 夏休み自由研究サポート

歴史文化財
課
草津宿街道
交流館

相談日・相談窓口等を特別に設けることはせず、日常のレ
ファレンスの中で対応した
文化財や歴史に関する夏休みの自由研究の相談は、利用
頻度が少なく、事業実施効果に問題が残る。

自由研究サポートのみならず、体験イベントやワークショッ
プ行って歴史や文化に親しむ機会を充実させる
関心ある子どもを迎える体制も必要であるが、まずは地域
の歴史文化に関心をもつ機会を設ける必要がある。

D 廃止 - -

86.74
地域の子育て
力の向上

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 3 / 14 ページ



草津市子ども・子育て支援事業計画　全期間評価（平成２７年度～令和元年度） 目標1 資料５

基本目標1 子どもたちがたくましく育つことのできる環境づくり

番号 施策名 番号 事業名 担当課 ％ 平均
総評から見えてきた課題総評

施策 事業 評価施策の
進捗度

本施策の
今後の
方向性

第２期計画の基体的な施策方針

34
国語・算数（数学）を中心
とした基礎学力向上事業

学校政策推
進課

検定事業を目標に日々の学習に取り組むことにより、基礎
基本の確かな学力を向上させることができた。平成３０年度
からは事業内容を整理し、小学校は漢字検定、中学校はＧ
ＴＥＣを実施することとした。

なし A
継続

(現状維持)
検定の種類や対象学年の見直しを行いながらも、継続性の
ある取組を進めていく。

100

35 教室アシスタント配置事業
児童生徒支
援課

入門期や特別な支援が必要な児童生徒の支援を行うととも
に、学級担任が子どもと関わる時間を増やすための支援も
行っている。細やかに支援することにより、小1プロブレムや
中1ギャップの減少が図れ、草津市全体の学校教育の質の
向上につながっている。

勤務時間（９時～１３時）の関係上、担任と児童生徒の情報
交換をする時間を確保することが難しい。細やかな支援に
つなげるために、担当者と児童生徒の支援について話し合
う場の工夫が必要である。また、アシスタントの力量を向上
するため、定期的な研修も継続していく必要がある。

A
継続

(現状維持)

定期的な研修（児童生徒への関わり方や活動内容の交流）
を通して、児童生徒への適切な支援が行えるようにする。ま
た、各小中学校からの活用報告をもとに、よりよい活用の仕
方に改善していく。

100

36
「教育情報化リーダー」研
修会での情報交換

学校政策推
進課

年間６～７回開催の「教育情報化リーダー養成研修会」にお
いて専門的な内容の研修を行うとともに、情報交換等を密
に行い、リーダーとしての資質を向上させた。

なし A
継続

(現状維持)
時代に即した授業改善やＩＣＴ機器の利活用を進めていくた
めに、研修内容をさらに充実させていく。

100

37
「情報活用能力」育成のた
めの教育推進

学校政策推
進課

各小中学校において、「教育情報化リーダー養成研修会」に
参加した教員を中心に、工夫ある校内研修会を実施した。
また、スキルアップアドバイザーやＩＣＴ教育スーパーバイ
ザーが講師をつとめることで、研修内容の充実を図った。

なし A
継続

(現状維持)

新規採用教員や他市町からの異動者が増加していることか
ら、継続して校内研修会を実施していく。市教委やスキル
アップアドバイザー、ＩＣＴ教育スーパーバイザーは、有用な
情報提供をするとともに、必要に応じて研修会に参加する。

100

38 理科教育推進事業の充実 学校教育課

ＣＳＴ（コア・サイエンスティーチャ）に新規１名が認定されま
した。
ＣＳＴ認定者による研修講習会を年間１回以上実施し、理科
教員のスキルアップを図ることができました。

研修会や理科教育研究会等で得たスキルを各学校で活用
し、子どもの科学的興味関心を高める授業改善につなげて
いきます。

B
継続

(現状維持)

市内ＣＳＴ認定者による研修会を継続して実施していきま
す。
ＣＳＴ認定者と小中理科部会との連携を図り、理科の指導者
の資質向上と授業の改善を推進します。

80

39
子どもの思考力育成事業
（レッツエンジョイシンキン
グ）

学校政策推
進課

- - - - - -

40
「スペシャル授業in草津」
の推進

学校政策推
進課

市教委が６組程度の講師を招聘し、市教委主催のスペシャ
ル授業を実施した。また、各校が子どもの実態や教育計画
に合わせた講師を依頼して、学校独自のスペシャル授業も
実施した。

市教委主催のスペシャル授業においても、各校の子どもの
実態や教育計画に即した講師を選定することが必要であ
る。

A
継続
(縮小)

学校教育パイオニアスクール推進事業における「夢・未来を
抱くスペシャル授業in草津」と「各学校の教育プロジェクト」
の統合を進め、事業内容を精選するとともに、より学校の
ニーズに応じた取組を推進していく。

100

41
スクールISOクサツ事業の
推進

学校政策推
進課

- - - - - -

42 子ども読書活動推進計画 生涯学習課
子ども読書活動推進協議会を開催し、「第2次草津市子ども
読書活動推進計画」の計画推進および進捗状況の確認・評
価を行った。

子どもの読書活動は、新しい知識や情報を与えてくれるだ
けでなく、未知の世界や物事に対する想像力をかき立て、
言葉を通して思考力や表現力を養い、豊かな感性や情操、
思いやりの心をはぐくむなど、人生をより深く生きる力を身に
つけていく上で、欠くことのできないものであり、引き続き、
計画推進および進捗状況の確認・評価を行い、子どもたち
に読書に親しむ生活習慣を形成させる必要がある。

A
継続

(現状維持)

子どもたちが読書に興味・関心をもち、自主的に本を読む習
慣を形成することにより、豊かな知性と人間性のある子ども
の育成を目指すため、家庭、地域、学校、図書館等におい
て、子どもたちの読書活動を総合的に推進するため、計画
を策定し推進します。

100

43
学校施設・設備の充実（小
中学校）

教育総務課 計画通り施設・設備の改修等を進めることができた。
限られた予算の中で突発的に発生する修繕等に対応が困
難である。

A
継続

(現状維持)

老朽化が進む小中学校の施設・設備の計画的な改修・更新
を図るとともに、非構造部材の耐震対策を含めた点検・修繕
等の維持管理に努めます。また、必要に応じて施設の新・
増築等を進めます。

100

44
草津市こども環境会議の
開催

くさつエコス
タイルプラザ

環境学習社会づくりとして、『環境学習教材の貸出』や『環境
学習への講師派遣』を行うとともに、「子どもと大人が環境に
ついて議論する場」「子どもと大人が活動を発表・交流する
場」である『こども環境会議の開催』など、施策の目標達成
に向け事業を実施した。

『環境学習教材の貸出』や『環境学習への講師派遣』の内
容を充実させるとともに、『こども環境会議』がより活発にな
るよう、実行委員会において『こども環境会議』の内容を充
実させるための更なる検討を行い、成果指標の目標値達成
に向けて、多様な企業や団体等へ参加の呼びかけを行う必
要がある。

Ａ
継続

(現状維持)

『環境学習教材の貸出』や『環境学習への講師派遣』の内
容を充実させるとともに、『こども環境会議』がより活発にな
るよう、実行委員会において『こども環境会議』の内容を充
実させるための更なる検討を行い、成果指標の目標値達成
に向けて、多様な企業や団体等へ参加の呼びかけを行う。

100

平均 94.0

97.85
確かな学力向
上等に向けた
取組

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 4 / 14 ページ



草津市子ども・子育て支援事業計画　全期間評価（平成２７年度～令和元年度） 目標2 資料５

基本目標2　子どもの権利と安全を守る仕組みづくり

番号 施策名 番号 事業名 担当課 ％ 平均

46 人権保育・教育の推進 幼児課
各認定こども園、幼稚園および保育所においては、人権保
育・教育計画に基づき、一人ひとりが尊重されるような教
育・保育を推進することができた。

保護者への研修会を開催し、啓発に努めているが、保護者
の研修への参加率が各施設によって差があるため、全体が
高まるよう取組を強化することが必要。

B
継続

(現状維持)

各認定こども園、幼稚園および保育所においては、人権保
育・教育計画に基づき、一人ひとりの子どもの人権が尊重さ
れるよう、質の高い教育・保育を推進する。また、保護者へ
の研修会を積極的に実施して啓発に努めると共に、職員研
修の充実に努める。

80

47 男女共同参画意識の浸透
児童生徒支
援課

各校、実態に合わせて、教材や資料を活用し、実践を積み
重ねることができた。

別資料を活用した授業実践が年間カリキュラムにすでに位
置づいている学校がある。「男女共同参画副読本」を有効に
活用する方法を各校の実態に合わせて検討する必要があ
る。

A
継続

(現状維持)

人権教育計画訪問や人権教育主任会議の中で、「男女共
同参画教材」の活用方法について提案・協議し、授業の充
実を目指す。

100

48
なくそう就職差別　企業内
公正採用・人権啓発推進
月間

商工観光労
政課

草津市企業同和教育推進協議会が開催する市内事業所向
け各種研修会において、パンフレットや同協議会が発行さ
れている事業所啓発誌「しんらい」の配布、「なくそう就職差
別 企業内公正採用・人権啓発推進月間」における事業所
内公正採用選考・人権啓発推進班員による事業所訪問や
街頭啓発を行った。

引き続き、企業内で人権を尊重した取組を推進していただく
ため、啓発を行う。

A
継続

(現状維持)

草津市企業同和教育推進協議会が開催する市内事業所向
け各種研修会において、パンフレットや同協議会が発行さ
れている事業所啓発誌「しんらい」の配布、「なくそう就職差
別 企業内公正採用・人権啓発推進月間」における事業所
内公正採用選考・人権啓発推進班員による事業所訪問や
街頭啓発を行う。

100

49
子どもの人権110番・子ど
もの人権SOSミニレターの
周知

人権政策課
計画どおり、８月１日号の広報くさつに掲載しており、概ね順
調と判断する。

引き続き広報くさつに掲載し、周知を行う。 A
継続

(現状維持)

学校でのいじめや児童虐待など、子どもの人権問題を専門
に扱い、子どもからのSOSや地域からの情報をいち早く
キャッチできることから、今後も広報くさつへ掲載する。

100

50
要保護児童対策地域協議
会

家庭児童相
談室

要保護児童対策地域協議会により、関係機関の連携を図
り、虐待を受けている子どもをはじめとする要保護児童や支
援の必要な児童等の早期発見や適切な支援につなげた。

児童虐待に関する相談件数は年々増加しており、実務者会
議等での丁寧なケース管理が難しくなっている。関係機関
がより一歩踏み込んだ連携につながるよう会議運営の見直
しが必要。

B
継続
(拡充)

引き続き要保護児童対策地域協議会における関係機関連
携を深めるとともに、妊娠期から子どもの社会的自立に至る
までの包括的・継続的な支援を行えるよう、子ども家庭総合
支援拠点の設置を検討する。

80

51
児童虐待防止に関する啓
発の推進

家庭児童相
談室

児童虐待の未然防止、早期発見、早期支援に取り組み、適
切な支援が図れるよう、広報紙やデジタルサイネージ等多
様な媒体を活用し虐待防止にかかる啓発活動を行った他、
子育て講座の実施など暴力によらない子育てについて学ぶ
機会を提供できた。

児童虐待防止について市民の関心や意識は高まってきて
いるが、より迅速で適切な支援・対応につなげることができ
るよう、通告ルール等について、引き続き啓発を行う必要が
ある。

A
継続

(現状維持)
強調月間だけではなく、あらゆる機会を捉え広く啓発を行っ
ていく。

90

52
養育支援ヘルパー派遣事
業

家庭児童相
談室

特に保護者の養育を支援する必要がある家庭、保護者の
監護が不適切な家庭に対し、家事育児のヘルパー派遣を
行ったことで、家庭内の養育状況の見守りや適切な育児環
境を整えるため大切な役割を果たした。

一定期間ごとに支援方針の見直しを行っているが、支援終
了へ結びつくまでに時間を要する。

B
継続

(現状維持)
相談員を中心に、引き続き丁寧に家庭との関りを持ち、必
要な家庭への支援を行っていく。

80

53 家庭児童相談室の充実
家庭児童相
談室

専門職の配置（社会福祉士、保健師）により、児童虐待をは
じめ複雑化する子どもに関する様々な相談に迅速に対応で
き、家庭児童相談業務の充実につながった。

相談件数は年々増加傾向にあり、かつ相談内容も複雑化・
長期化しており相談員が受け持つケース数も飽和状態と
なっていることから、相談業務の円滑化のため会議運営の
見直しなど関係機関との連携や室内の業務分担の見直し
等を行う必要がある。

A
継続

(現状維持)

引き続き育児やしつけ、児童虐待など子どもに関する様々
な相談に迅速に対応し、相談しやすい環境を整備を進める
とともに、妊娠期から子どもの社会的自立に至るまでの包
括的・継続的な支援を行えるよう、子ども家庭総合支援拠点
の設置を検討する。

80

54 養育支援訪問事業
子育て相談
センター

該当するケースには、保健師等が訪問し、養育に関する相
談、指導、助言等を行うことができた。また、該当ケースは、
定期的に家庭児童相談室と会議の場を持ち連携した支援
を行うことができた。

保健師等は地域担当制をひき、自らの地域のケースに責任
を持ち関わっているが、保健師により支援に差が生じる可
能性がある。

C
継続

(現状維持)

各地域担当の保健師が支援しているケースについては、定
期的に保健師間での協議やケース検討等行い、家庭児童
相談室とも連携をとり、必要な時期に適切な支援ができるよ
う取り組みを進める。

60

55 CAP研修の実施
家庭児童相
談室

ワークショップ受講者からは、子どもの人権を考える良い機
会であり成果があったとの意見があるが、見込んでいた実
施件数には至らなかった。

園（所）・地域が学習機会として年間計画に組み込めるよ
う、周知時期や方法を工夫する必要がある。

C
継続

(現状維持)
引き続き、子どもが暴力から自分を守るため子どもと大人が
一緒に考える研修会を実施していく。

60

1
子どもの人権を
守る環境づくり

2
虐待防止など
要支援児童対
策

評価

95.0

75.0

施策 事業
総評 総評から見えてきた課題 第２期計画の基体的な施策方針

施策の
進捗度

本施策の
今後の
方向性

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 5 / 14 ページ
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56 相談・支援事業
発達支援セ
ンター

乳幼児期から成人期にかけて切れ目のない相談支援に取
り組んだ。実人数は計画値を下回っているものの、継続相
談（延べ人数）の回数は増加傾向にある。

相談ニーズが多様化し、複合的な課題を抱えているケース
もあることから、医療、保健、保育、教育、福祉、就労等の関
係機関と連携を推進する必要がある。

A
継続

(現状維持)

関係課による実務者会議や草津市障害児(者）自立支援協
議会等を通じて、市の関係課や保育所、学校、地域の相談
支援事業所、障害児通所支援事業所等との連携を進め、地
域における障害児支援のシステムを整える。

80

57 相談・支援事業 関係各課

各関係機関とで情報を共有し、小学校に入学する幼児の
内、個別の支援等が必要で、就学先について丁寧な説明・
相談が必要な幼児を把握し、保護者に対して有識者による
就学相談会を実施した。

相談活動の実施については、概ね順調に行えているが、対
象となる児童が年々増加していくことから、現在の人員体制
でも相談活動が持続できる方法を探る必要がある。

A
継続

(現状維持)

各関係機関との連携の在り方については従来通りとする
が、年々増加する対象児童への対応に係る業務負担を軽
減し、効率的かつ丁寧に相談活動を行うために、各関係機
関で保有している情報の共有化と、作成する資料の統一化
について関係機関との協議を行う。

100

58 湖の子園の充実
発達支援セ
ンター

通所施設として、利用児の個々の課題に向き合うとともに、
保護者プログラム等を通して、保護者の育児支援を行いな
がらより良い療育に努めた。また、通所困難な状況にある
子どもに対しては、居宅訪問型児童発達支援を実施した。

民間の児童発達支援事業所が増加し、利用希望する保護
者も増加してきているので、湖の子園の利用の仕方を見直
していくことが必要です。

A
継続

(現状維持)
引き続き、地域における早期療育、早期支援の体制を整
え、療育の充実を図っていく。

100

59
放課後等デイサービス事
業

発達支援セ
ンター

サービス提供を行う事業所の増加とともに、サービスを利用
することのできる児童数や利用延べ日数が増加した。個々
のニーズに応じた発達支援を行い、自立を促進するとともに
放課後の居場所を提供することができた。

相談支援事業所の数が足りず、支給決定までに時間がか
かる。

A
継続

(現状維持)

引き続き、相談支援事業所を民間で開設する事業所を募
り、保護者がサービス申請を行ってから実際に事業所を利
用するまでの時間を短縮する。

100

60 日中一時支援事業 障害福祉課
利用者数は年々減少しているものの、日中一時支援事業を
必要とする障害児のため活動の場を確保した。

引き続き、日中一時支援を必要とする人に対して制度の周
知を行う。

A
継続

(現状維持)
これまでと同じプランで事業を継続していきながら、課題の
改善策を模索していく。

100

61
ホームヘルプなど日常生
活への支援

障害福祉課
サービスの支給決定はあるものの、他のサービス等や家族
の対応等の理由により予定より利用実績が少なくなった年
度もあった。

手帳の新規取得者等や制度の対象になる方に対して引き
続き制度の周知を行う。

A
継続

(現状維持)
引き続き、制度の対象となる方に対して、制度の周知を行
う。

100

62 障害児福祉手当 障害福祉課 計画値を上回る実績となった。
手帳の新規取得者等、制度の対象になる方に対して引き続
き制度の周知を行う。

A
継続

(現状維持)
引き続き、制度を必要としている方が適切に利用できるよう
周知等行う。

100

63
認定こども園、幼稚園およ
び保育所などでの障害児
保育（特別支援教育）

幼児課 インクルーシブ教育・保育に積極的に取り組んだ。
障害のある児童が健やかな成長を得られ、保護者が安心し
て子育てできるように、保育者の特別支援教育にかかる専
門性をより高める必要がある。

B
継続
(拡充)

障害児に対する適切な支援を充実させる保育体制の強化
を図り、インクルーシブ教育・保育の充実を促進する。

80

64
幼稚園教諭、保育士等に
対する障害児保育（特別
支援教育）研修

幼児課
関係機関と連携をとり、研修会や障害児保育検討委員会等
を実施することにより、職員の障害児保育に対する理解が
深まった。

今後も関係課と連携を密にとり、職員の障害児保育に対す
る資質向上に努めていく必要がある。

A
継続

(現状維持)
障害児保育（特別支援教育）にかかる研修の充実を図る。 100

65
児童育成クラブの障害児
利用

子ども・若者
政策課

要望のある児童に対し、適切に支援を行うことができてい
る。

今後も要望に応じて適切に支援を行っていく A
継続

(現状維持)
今後も要望に応じて適切に支援を行っていく 100

66
ファミリー・サポート・セン
ター利用助成

子育て相談
センター

障害のある子どもがいる家庭に当サービスを適切に利用し
ていただいた。

ファミリー・サポート・センターにおける障害児利用助成制度
を知らない子育て家庭が潜在している可能性がある。その
ため、当助成制度の周知徹底を図っていく必要がある。

A
継続

(現状維持)
ファミリー・サポート・センターの障害児利用助成制度の周
知を継続して行う。

100

67 特別児童扶養手当
子ども家庭
課

障害のある子どもをもつ家庭に特別児童扶養手当を支給す
ることで、児童の福祉の増進を図ることができた。

引き続き適正な認定および支給事務を行う必要がある。 A
継続

(現状維持)
引き続き適正な認定および支給事務を行う。 100

68 心身障害児の医療費助成 保険年金課
年々、助成件数が増加している。
障害のある子どもと家庭へ一定の支援ができている。

運用を適切に行うとともに、実績を検証する。 A
継続

(現状維持)
引き続き、心身障害児にかかる保険診療の一部負担金分
を助成する。

100

3
障害のある子
どもと家庭への
支援

96.9

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 6 / 14 ページ
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69
保護者や地域との連携に
よる児童の見守り体制の
充実

スポーツ保
健課

スクールガードの方々の協力を得て、子どもたちが安心安
全に通学することができた。ただし全国では登下校中の児
童・生徒を狙った凶悪な事件が発生しており更なる連携が
必要である。

現状では、スクールガード登録人数は増加しているが、地
域のボランティアの高齢化により担い手の減少が危惧され
る。

A
継続

(現状維持)

引き続きスクールガードと連携をするとともに、地域全体で
の「ながら見守り」など児童の見守り体制の強化が必要であ
る。

100

70 通学路の点検の充実
スポーツ保
健課

関係機関の協力のもと通学路合同点検を実施し、安全対策
に取り組めた。一方高齢化等により、全国で交通事故が多
発しており、安全な道路環境の充実が必要である。

限られた予算で優先順位の高いものからの対応となるた
め、課題の解決に長い期間を要する。

A
継続

(現状維持)
引き続き関係課と連携して通学路の安全対策に取り組む。 100

71 交通安全教育の推進 交通政策課

腹話術や寸劇、実地訓練等を用いた、体験型の交通安全
指導を行うことで、幼児や児童が、自ら交通ルールについて
学び、考える機会が持てたことから、一定の成果があったと
思われる。

全国的に、幼児等が巻き込まれる悲惨な事故が多発してい
ることから、より一層、各地域の特性に即した指導を実施し
ていく必要がある。

A
継続

(現状維持)
各地域の危険個所を把握したり、各施設の要望に基づいた
指導内容を検討し、実施していく。

100

72
防犯灯の整備など犯罪の
起こりにくい環境整備の推
進

危機管理課

防犯灯の整備及び維持により、良好な夜間環境を構築し、
犯罪を未然に防ぐまちづくりを進めることができ、犯罪件数
は概ね減少傾向であることから、一定の成果があったと思
われる。

犯罪件数は減少傾向ではあるが、平成１６年以降、犯罪率
が県内都市部でワースト１の状況が続いているため、さらな
る対策が必要と思われる。

B
継続
(拡充)

・防犯灯整備・補助に加え、防犯カメラ設置補助についても
計画に位置づけし、市内の犯罪未然防止について対策を進
めていく。

80

73

認定こども園、幼稚園およ
び保育所や学校における
「危機管理マニュアル」の
点検と充実

スポーツ保
健課、学校
教育課、幼
児課

国の指針やマニュアルを基に、関係機関と連携しながら、火
災・地震・水害や不審者対応、救命救急等、各種マニュアル
の策定と日頃からの訓練を実施することができた。

職員一人ひとりの想定外の天災に対する危機意識の醸成
が求められる。

A
継続

(現状維持)

消防署、関係機関等の協力を得ながら、火災・地震・水害な
どの防災、不審者対応、救命救急などの各種マニュアルの
活用と日頃から災害発生時に適切な対応ができるよう、
様々な側面からの訓練を実施する。

100

74
自転車安全安心利用教室
（スケアードストレート方
式）

交通政策課
自転車事故が起きやすい状況を体感することで、自転車の
安全な利用に必要な技能および知識を習得いただけたこと
から、一定の成果があったと思われる。

自転車事故発生件数は減少傾向ではあるが、全事故発生
件数に占める自転車事故発生件数の割合は、依然として約
２割で推移しており、今後、より一層、指導・啓発が必要とな
る。

A
継続

(現状維持)

引き続き、当該施策を計画的に実施することで、中学生に
対して自転車の安全利用を推進する。また、当該施策に付
随して、従来より実施してきた登下校時の指導や啓発につ
いて、警察などの関係機関と連携し、強化を図っていく。

100

75 児童手当
子ども家庭
課

対象家庭に児童手当を支給することで、児童福祉の増進を
図り、子育ての経済的負担の軽減を行うことができた。

引き続き適正な認定および支給事務を行う必要がある。 A
継続

(現状維持)
引き続き適正な認定および支給事務を行う。 100

76
認定こども園、幼稚園およ
び保育所の保育料軽減

幼児課
国の基準を下回る保育料を継続することができた。令和元
年10月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、軽減対象者
数は無償化対象外の0～2歳児に限定されている。

特になし。 B
継続

(現状維持)
無償化の対象外となる児童に対し、引き続き国の基準を下
回る保育料を継続していく。

80

77 乳幼児医療費の助成 保険年金課 子育ての経済的負担軽減に一定の貢献ができている。 運用を適切に行うとともに、実績を検証する。 A
継続

(現状維持)
引き続き、小学校就学前の乳幼児にかかる保険診療の一
部負担金分を助成する。

100

78 小中学生の医療費助成 保険年金課

平成29年10月から小学1～３年生の通院に係る医療費助成
を開始し、子どもの保健の向上・福祉の増進を図るととも
に、子育てにかかる経済的負担の軽減をすすめている。
助成の拡大については市単独での財政負担が大きく、全国
的には都道府県単位で助成を実施している自治体も多いこ
とから、県に対する助成拡大の要望も行っていく必要があ
る。

制度改正後の実績（助成件数・金額）の検証が必要。 A
継続

(現状維持)

子ども医療費助成については、実績（助成件数・金額）を検
証し、
今後のさらなる拡大（～小学6年生まで、または、～中学3年
生まで）について検討の必要がある。

100

79 就学援助費給付 学校教育課
計画どおりに就学に要する費用の援助を行い、義務教育の
円滑な実施が進められました。

引き続き保護者に対して、事業の周知に努めていきます。 A
継続

(現状維持)

文部科学省の要保護児童生徒援助費補助金および草津市
就学援助費給付要綱に基づき、引き続き就学援助費の給
付を行います。

100

80
実費徴収にかかる補足給
付事業

幼児課

個人の所得や状況に応じて、適切な実費徴収への補足給
付を行った。令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化
に伴い、補助対象範囲が拡大され、給付対象者が増加して
いる。

拡大した給付対象者に適切に周知を行い、引き続き給付を
実施していく必要がある。

A
継続
(拡充)

きめ細やかな周知を行い、適切な実費徴収を継続していく。 100

平均 92.9

5
子育ての経済
的負担の軽減

96.7

子どもの安全
確保

4 96.7

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 7 / 14 ページ



草津市子ども・子育て支援事業計画　全期間評価（平成２７年度～令和元年度） 目標3 資料５
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81 妊婦健診費の助成
子育て相談
センター

公費負担助成し、妊婦の健康管理の充実および経済的負
担の軽減を図り、安心して妊娠・出産できるよう取り組んで
いる。

継続して公費負担助成し、妊婦の健康管理の充実および経
済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・出産できるよう取り
組む必要がある。

A
継続
(拡充)

公費負担額を見直し、妊婦の健康管理の充実および経済
的負担の軽減を継続・充実させていく。

100

82 すこやか訪問の推進
子育て相談
センター

訪問にて様々な不安や悩みを聞き、母子の状況を把握する
とともに必要な助言を行い、不安軽減を図るとともに、育児
支援の必要なケースを早期発見し、適切なサービス等につ
なぐことができている。

90%以上の家庭に訪問ができているが、長期里帰りや入院
により訪問未実施のケースがある。関係機関との連携をさ
らに強化し、状況把握を行う必要がある。

A
継続

(現状維持)
関係機関との連携を強化し、母子の状況把握に努め、訪問
にて不安軽減を図るとともに、適切なサービス等につなぐ。

100

83
子育て相談センターでの
相談の実施

子育て相談
センター

母子手帳交付時はほぼ全ての妊婦に対して助産師か保健
師が相談を実施出来ている。また随時相談には保健師・助
産師・保育士の専門職が相談を実施し、保護者の不安軽
減・必要な情報提供を実施出来ている。また、継続支援が
必要なケースは養育支援会議で報告し、関係機関との連携
を図っている。

妊娠期から子育て期にある保護者は不安や心配を抱えや
すく、引き続き、気軽に相談出来る相談窓口が必要である。

A
継続

(現状維持)

総合相談窓口の周知を継続し、専門職が情報提供・相談を
実施し、継続支援が必要なケースは関係機関との連携強化
を図り、より安心して子育てが出来る環境を整える。

100

84
産前・産後サポート（産後
電話相談事業）事業の実
施

子育て相談
センター

電話対象者の95％以上の電話相談を実施でき、様々な不
安や悩みを聞き、助言を行い不安の軽減を図ることができ
た。支援が必要な人を早期発見し、早期訪問や学区保健師
へ情報提供を行い、継続して支援できるよう調整した。

支援が必要な人を早期発見し、必要に応じて産後ケア事業
など必要なサービスにつなげる必要がある。

A
継続

(現状維持)

電話相談で不安の軽減を図るとともに、支援が必要な人を
早期発見し、適切なサービス等につなぎ、継続して支援でき
るよう調整を図る。

100

85 産後ケア事業の実施
子育て相談
センター

宿泊サービス：2人（7日）訪問サービス：1人（1日）
利用者からは、十分に休息できた、双胎育児のイメージが
持てた等の声が聞かれており、産後の体調回復や育児不
安の解消につながっている。

サービス利用者からは肯定的な評価を得ているが、利用人
数が少なく、支援が必要な人＝利用者となっているか、ま
た、利用に至らない理由等の確認が必要。

B
継続

(現状維持)

産後ケア事業の周知を継続。また、サービスの利用が適当
と思われる母子数を把握し、利用に至らない理由について
検討する。

80

86 出産一時金の支給 保険年金課
被保険者の出産に基づき、滞りなく出産育児一時金の支給
を行っている。

今後も滞りなく出産育児一時金の支給を継続して行う。 A
継続

(現状維持)
被保険者の出産に基づき、出産育児一時金の支給を継続
して行う。

100

87 結婚新生活支援事業
子ども・若者
政策課

指標で定める目標値に対して、未達となる年度があった。
補助を受けるにあたっての要件の精査や広報の手法につ
いて、検討の余地がある。

B
継続

(現状維持)

当制度が活用され、経済的理由で結婚に踏み出せない世
帯の一助となるよう、要件の精査等諸課題について検討し、
継続して支援を行っていく。

80

評価

妊娠・出産期か
らの切れ目の
ない支援

1 94.3

第２期計画の基体的な施策方針
施策の
進捗度

本施策の
今後の方

向性

施策 事業
総評 総評から見えてきた課題

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 8 / 14 ページ
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評価
第２期計画の基体的な施策方針

施策の
進捗度

本施策の
今後の方

向性

施策 事業
総評 総評から見えてきた課題

88 乳幼児健診の実施
子育て相談
センター

家庭訪問や転入時の勧奨等により乳幼児健診の受診率は
目標値以上を維持できている。

未受診者の受診勧奨を今後も継続して受診率の向上に努
める。

A
継続

(現状維持)

今後も受診時期に乳幼児健診を受診できるような勧奨をす
る。未受診児については、電話・訪問等で受診につなげて
いく。

100

89 離乳食レストランの充実
子育て相談
センター

実施時の参加者アンケートでは、離乳食の進め方や味付
け、形態などが理解できたとの回答があり、離乳食に関する
知識の習得ができている。また親同士の座談会の時間にお
いて、同じ月齢の親子と交流の時間を設け、その中で育児
の悩みや不安を共有したり、解決することができている。

実施場所により応募人数のばらつきが大きく、募集人数に
満たない場所や、募集人数以上の応募がありお断りするこ
ともある。

A
継続

(現状維持)

今後も多くの親子に参加して頂けるように、募集人数に満た
ない場合の啓発方法を見直していく。 100

90
家庭訪問における相談の
実施

子育て相談
センター

家庭を訪問し、養育などの指導・助言を行うことができた。
必要に応じて、栄養士や歯科衛生士、心理判定員等の専門
職との連携が必要である。

A
継続

(現状維持)
必要に応じて、栄養士や歯科衛生士、心理判定員等の専門
職とも連携し、訪問にて養育などの指導・助言を行う。

100

91
市内小児科医療機関の情
報提供

健康増進課
広報くさつ、市ＨＰ、さわやか健康だよりなど、複数の媒体を
活用することで、多くの市民に対し、救急医療に関する情報
提供を行うことができた。

媒体が既存のものに限られれば、周知の機会が留まってし
まうため、媒体の規模や別途手法を検討することが求めら
れる。

A
継続

(現状維持)
既存媒体の内容や規模等を見直し、利用価値の向上を目
指す。

100

92 予防接種の充実 健康増進課
集団を通じた接種の啓発資料の配布および就学前健診の
場を活用しての接種確認を行うなど、積極的に接種勧奨を
行うことで一定の効果が得られた。

児の年齢が上がるにつれて保護者の関心が低くなるため、
保護者に確実に届く方法で個別に勧奨通知を行う必要があ
る

A
継続

(現状維持)
実施方法については毎年度見直しを行っており、今後もより
効果的な接種勧奨を行うことで、接種率の維持を目指す。

100

93
子どもの事故防止に向け
た啓発や情報提供

子育て相談
センター

子どもの事故防止のため、保健センター内の掲示や、すこ
やか手帳交付時、乳幼児健診等でチラシなどを配布し、情
報提供を行うことができた。

子どもの事故防止のため、保護者へ周知を継続する必要が
ある。

A
継続

(現状維持)

子どもの事故防止のため、保健センター内の掲示や、すこ
やか手帳交付時、乳幼児健診等でチラシなどを配布し、情
報提供を行う。

100

94 たばこ対策事業
子育て相談
センター

母子手帳交付時からすこやか訪問、乳幼児健診時に、喫煙
している保護者などに対し、チラシやDVDを活用し禁煙啓発
を実施できた。

継続して啓発を行う必要がある。 A
継続

(現状維持)

母子手帳交付時からすこやか訪問、乳幼児健診時に、喫煙
している保護者などに対し、チラシやDVDを活用し禁煙啓発
を実施する。

100

95
認定こども園、幼稚園およ
び保育所や学校での健診
の充実

スポーツ保
健課、幼児
課

学校保健安全法に基づき、健康診断を実施し、結果により
治療勧告を行った。

（特になし） A
継続

(現状維持)
引き続き、学校保健安全法に基づき、実施する。 100

96 就学時健康診断の実施
スポーツ保
健課

学校保健安全法に基づき、就学時の健康診断を実施し、結
果により治療勧告を行っている。

（特になし） A
継続

(現状維持)
引き続き、学校保健安全法に基づき、実施する。 100

97
小学生体力向上プロジェ
クトの展開

スポーツ保
健課

児童が楽しみながら体を十分に動かす機会を設けることが
できた。

体力とともに「運動が好き」というアンケート結果も上昇して
いる。しかし、体力面で全国平均を上回るところまできたが、
「運動が好き」についてはさらに伸ばしていく必要がある。

A
継続

(現状維持)

滋賀レイクスターズと連携しながら、より多くの児童の体力
向上と運動の楽しさを実感することにつなげる。また、短時
間運動プログラム（チャレンジタイム）の実施や体育科の授
業改善に取り組み、体力向上や「運動が好き」な児童の育
成に取り組んでいく。

100

98
中学生体力向上プロジェ
クトの展開

スポーツ保
健課

生徒が体育や部活動において技術・体力等が向上できるよ
う環境づくりに取り組んだ。また、生徒がスポーツ傷害の予
防方法や自身の体力を知り、その重要性について認識を深
める機会をつくることができた。

スポーツ傷害予防講習会では、講師との打ち合わせを密に
行い、よりわかりやすく充実した内容に改善し、スポーツ傷
害の減少につなげる。

A
継続

(現状維持)
スポーツ傷害を減少させるためのより効果的な指導を講師
と協議し、実施する。

100

99
ジュニアスポーツフェス
ティバルの開催

スポーツ保
健課

立命館大学の学生などの協力を得て、様々なスポーツに触
れる機会を創出した結果、児童がスポーツに親しみ、楽しむ
姿が見られた。

Ｈ２９年度にジュニアスポーツフェスティバルが雨天中止に
なったことから、雨天プログラムの充実にも視野を拡げてい
く必要がある。

A
継続

(現状維持)
基本ベースはそのままに、細かな改善ができないかを小体
連や立命館大学関係者と協議しながら実施する。

100

100
ジュニアスポーツ推進事
業（スポーツライフ創造事
業）の実施

スポーツ保
健課

- - - - - -

101
多胎児家庭ホームヘル
パー派遣事業

子ども家庭
課

育児の負担の大きい多胎児家庭に対して、家事や育児の
ヘルパー派遣を行うことで、保護者の精神的および身体的
負担の軽減を図り、子育て世帯の孤立防止を図ることがで
きた。

現行の制度は１歳未満の多胎児のいる家庭を対象とする
が、子どもが１歳を超えても育児の負担が軽減されるとは限
らない。

A
継続

(現状維持)

多胎児を妊娠した時から産後１歳までの多胎児を養育して
いる家庭にホームヘルパーを派遣し、家事や育児の支援を
行う。関係部署と連携し、対象者への制度周知を行い、必
要な支援につなげる。

100

102 草津っ子サポート事業
子ども家庭
課

対象家庭全体からみた利用率は低いが、サービスを利用し
た家庭では、子育て中の身体的、精神的負担の軽減につな
がるとともに、支援を要する家庭の早期発見にもつながっ
た。

多くの家庭では家事や育児を他のサービス利用や家族間
でこなしているが、草津っ子サービスを利用した家庭の中に
は、だれかがそばにいるだけで気持ちが落ち着いたり、話
相手がいることでストレス解消になったという意見もあり、潜
在的なニーズがあることが認められ、支援を必要とする家
庭に利用をつなげていく必要がある。

A
継続

(現状維持)

１歳までの乳児を養育している家庭にホームヘルパーを派
遣し、家事や育児の支援を行う。関係機関と連携し、必要な
支援につなげる。

100

100.02
子どもと家族の
健康な生活の
支援

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 9 / 14 ページ



草津市子ども・子育て支援事業計画　全期間評価（平成２７年度～令和元年度） 目標3 資料５

基本目標3　心身ともに健やかな育ちを支援する仕組みづくり

番号 施策名 番号 事業名 担当課 ％ 平均

評価
第２期計画の基体的な施策方針

施策の
進捗度

本施策の
今後の方

向性

施策 事業
総評 総評から見えてきた課題

103 食育推進計画の推進 健康増進課

小学生やその保護者に対して、食育教室を開催することで
食生活の大切さや適切な食事バランスについての啓発を実
施することができ、自ら健康づくりのための食事を実践する
力を養うことにつながっている。

多くの対象者や広く地域に定着させるような取り組みが必
要である。

B
継続

(現状維持)
草津市健康推進員連絡協議会と連携し、地域に根付いた
食育の取組を推進していく。

80

104 栄養相談の実施
子育て相談
センター
健康増進課

乳幼児健診、電話・訪問等で栄養相談を実施し保護者支援
につなげることができた。また、子どもの栄養相談を実施し
て、食生活の助言を実施することができた。

今後も継続して、乳幼児健診、電話・訪問等で必要な人に
必要な支援をしていく必要がある。

A
継続

(現状維持)
必要に応じて栄養士とも連携して、乳幼児健診や訪問・電
話で助言・指導を行う。

100

105
認定こども園、幼稚園およ
び保育所での食育の推進

幼児課

乳幼児期から発達段階に応じて豊かな食の体験を積み重
ねていくことにより、生涯にわたって健康でいきいきとした生
活を送るための基礎となる「食を営む力」を培うことが重要
であり、研修会を通して食育の推進につながった。

研修会に参加のない園（所）への働きかけが必要である。 A
継続
(拡充)

健康を支える「食」への子どもたちの関心を高めることにつ
なげられるテーマや講師の選定をし、職員のスキルアップに
努めるとともに、SDGsにつながる食育の推進を図る。

100

106 適応指導教室の充実
児童生徒支
援課

学校や保護者と連携して、無理なく計画的に取り組むことが
できた。その成果として、通室生が学校へ登校する機会が
増えた。

保護者の送迎が無理な児童や自転車や公共交通機関で通
室できない生徒が存在し、教室利用につながらない場合が
あり、関係機関との情報の共有を深める必要がある。

A
継続

(現状維持)

・学校、保護者への周知回数を増やし、更なる利用促進に
つなげる。
・子どもや保護者理解のため、学校、関係機関との連携を
強化する。

100

107
やまびこ教育相談室の充
実

児童生徒支
援課

計画的かつ継続的に教育相談や適応指導を行うことができ
た。

保護者、学校からの相談希望時間と相談対応時間が合わ
ずに、希望通りには対応しきれない時がある。

A
継続

(現状維持)

・学校、保護者への周知回数を増やし、更なる利用促進に
つなげる。
・子どもや保護者理解のため、学校、関係機関との連携を
強化する。

100

108
不登校児童生徒支援の推
進

児童生徒支
援課

生徒指導、教育相談、特別支援教育等、多面的な視点でそ
れぞれの事例をアセスメントし、プランニングを行っている。
中学校区での話し合いを通して、早期発見、早期対応を行
い児童生徒の指導・支援につなげている。

課題解決につながっているものの、不登校（傾向）の児童生
徒数の減少につながっていない面もあり、取組内容の改善
が必要である。

A
継続

(現状維持)

担当職員がケース会議で学んだことを、別のケースで活用
していけるような仕組みづくりを行う。また、中学校区の情報
交流が、各校職員の指導・支援に生かされるよう、報告や
研修の充実を図る。

100

109
スクールカウンセラー相談
事業の充実

児童生徒支
援課

相談業務については、各学校において児童生徒へのカウン
セリング及び教職員からの相談に対し的確にアドバイスして
いただいている。また、心理授業の実施も各校に広がって
いる。相談事業時間は1,317時間の予定であったが、SCの
体調不良により4時間減となっている。

心理授業の実施について、小学校から中学校へ系統的に
学習を進めていくことが必要がある。

A
継続

(現状維持)

学校におけるカウンセリング機能の充実を図ることや、教職
員の相談に対して専門的な知識や経験を有するスクールカ
ウンセラーからアドバイスをいただくことで、いじめをはじめ
とする様々な問題行動や不登校児童生徒への対応や児童
生徒の諸課題の解決を図る。

100

110
非行少年立ち直り支援事
業における少年センター
の充実

子ども家庭
課

非行などの問題、様々な悩みや課題を抱えた少年が健や
かに成長していくため、少年センターでの少年および家族へ
の立ち直り支援事業を実施できた。

少年センターという施設や支援の内容についてより多くの市
民に知ってもらい、悩みや問題を抱えた少年とその家族が
相談しやすい環境作りに取り組む必要がある。

A
継続

(現状維持)

非行などの問題、様々な悩みや課題を抱えた少年が健や
かに成長していくため、少年センターでの少年および家族へ
の立ち直り支援事業を引き続き実施する。

100

111
出会い系サイトやインター
ネット等による有害情報の
危険性の啓発

子ども家庭
課

インターネット等の危険性について、講話によって啓発を行
うことができたが、より専門性の高い問題について学ぶた
め、少年センター以外の講師を招く学校や関係団体もあっ
た。

インターネット等の危険性については関心度が非常に高く、
日々状況が変化することから、時流に合わせた内容の講話
を継続的に実施する必要がある。

A
継続

(現状維持)

小中学校では、保護者からのインターネット利用に関する相
談が増えているため、引き続き学校や関係団体において講
話により啓発を行う。

100

112
喫煙、飲酒、薬物等の害
についての学習の推進

子ども家庭
課

喫煙、飲酒、薬物等の害について、学校や関係団体におい
て講話により啓発することができた。

近年は報道等で当問題について目にする機会も多いことか
ら、時流に合わせた内容の講話で啓発を行う必要がある。

A
継続

(現状維持)

喫煙、飲酒、薬物等の害について、学校や関係団体におい
て講話により引き続き啓発を行う。
また、街頭啓発を行うことで、広く市民に啓発する。

100

平均 98.1

3

子どもの健全
育成

4

93.3

100.0

健康な心身を
育てる食育の
推進

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 10 / 14 ページ



草津市子ども・子育て支援事業計画　全期間評価（平成２７年度～令和元年度） 目標4 資料５

基本目標4　子育ての喜びや悩みを分かち合える環境づくり

番号 施策名 番号 事業名 担当課 ％ 平均

113 子育て支援施設の整備
子育て相談
センター

平成30年4月に「ミナクサ☆ひろば」を開設し、子育ての不安
を解消するための環境整備を行った。
また、（仮称）市民総合交流センターの開設準備に取り組ん
だ。

ミナクサ☆ひろばは、開設前の想定以上の方に利用いただ
いているが、相談件数は少ない。そのため、気軽に相談で
きる場所であることを周知する必要がある。

A
継続

(現状維持)

ミナクサ☆ひろば：総合相談機能をもった施設であることの
周知を図る。
（仮称）市民総合交流センター：引き続き、開設準備に取り
組む。

100

114
子育て支援センター機能
の充実

子育て相談
センター

親子の交流や総合相談の場としての機能を担い、子育て世
代の不安解消や情報提供をおこなった。また、子育て支援
のネットワークを促進した。

概ね順調に子育て支援センターを利用していただいた。 A
継続

(現状維持)

令和2年に（仮称）市民総合交流センターとの統廃合を控え
ており、現在の子育て支援センターの機能を引き継ぎなが
ら、親子交流や総合相談の場の提供、子育て支援のネット
ワークの促進をうながす。

100

115
地域子育て支援センター
の充実

子育て相談
センター

地域子育て支援センターにおいて、育児相談やイベントの
開催等を行い、子育て世代の交流や不安解消、子育て情報
の提供をおこなった。

気軽に利用していただけるよう、継続して周知活動に取り組
む必要がある。

A
継続

(現状維持)

引き続き育児相談やイベントを開催し、子育て世代の交流
や不安解消、子育て情報の提供をおこなう。
また、地域子育てセンターの周知活動に取り組む。

100

116 つどいの広場の充実
子育て相談
センター

子育て家庭の親とその乳幼児が気軽に集い、交流できる場
を提供した。

つどいの広場2か所のうち、1か所は利用者が減少してお
り、利用者を増加させるための周知の徹底や施設への指導
が必要であると考えられる。

A
継続

(現状維持)

子育て家庭の親とその乳幼児が気軽に集い、交流できる場
の提供を引き続きおこなう。
また、利用者の増加を目指し、つどいの広場の周知および
施設への指導をおこなう。

100

117 児童館運営事業
子育て相談
センター

児童館にて、イベントやサークル活動を行うことで地域児童
の健全育成を促進した。

気軽に利用していただけるよう、継続して周知活動に取り組
む必要がある。

A
継続

(現状維持)

引き続きイベントやサークル活動を行い、地域児童の健全
育成を促進する。
また、児童館の周知活動に取り組む。

100

118 ツインズ・フレンズの充実
子育て相談
センター

多胎児をもつ家庭同士がつながる機会を提供することがで
きている。
また、当講座によってつながりができ、多胎児をもつ家庭の
ためのサークルが発生し、多胎児をもつ家庭が安心して子
育てをすることのできる環境整備につながっている。

当講座を知らない多胎児をもつ家庭が潜在している可能性
がある。
そのため、更に周知を図る必要があると考えられる。

A
継続

(現状維持)
更なる周知を図り、継続して多胎児をもつ家庭同士がつな
がることのできる環境を整える。

100

119
家庭教育サポート事業の
推進

生涯学習課

各小学校で、家庭読書の啓発や情報モラル等の子育てに
関することをテーマに講演会を実施し、家庭での教育力の
向上を図ることが出来た。また、乳幼児健診の場を活用した
「絵本deうちどくサポート広場」を実施し、うちどく（家読）の大
切さを啓発することが出来た。

近年、複数の行事を同時に実施されるなど、学校に保護者
が集まる機会が減少しており、学校での行事の前後での事
業の実施が難しくなってきている。また、昨今はライフスタイ
ルの多様化や地域とのつながりの希薄化などから、身近な
人から子育てを学び合い助け合う機会が減少するなど、子
育てや家庭教育を取り巻く環境が大きく変化している中、家
庭教育に対して関心の低い保護者に対しての啓発の必要
性が増している。

B
継続
(拡充)

家庭で子どもたちが基本的な生活習慣や善悪の判断をはじ
めとした生きる力の基礎となる能力を身に付けることができ
るよう、参観日やPTA研究会などに保護者向けの学習プロ
グラムを提供し、家庭教育支援の推進を図ります。

80

120
家庭教育に関する学習機
会の提供

幼児課
各認定こども園、幼稚園および保育所で保護者向けの子育
て研修会や講座を開き、子どもの豊かな成長・発達を支え
る環境づくりに努め「家庭教育力」を高める取組を行った。

子育て不安などを抱える保護者や家庭の増加が見られ、さ
らなる取組が求められている。

A
継続

(現状維持)

人生初期の乳幼児期における子育ての重要性を、各施設
や関係機関が保護者と協働で取組ができるように、さらに
創意工夫した取組を行う。

100

121 妊婦教室
子育て相談
センター

妊婦教室の参加者の満足度も高く、妊婦とその家族が安心
して赤ちゃんを迎え入れる準備の一助となった。

概ね順調に妊婦教室を開催した。 A
継続

(現状維持)
引き続き妊婦教室を開催し、妊婦とその家族が安心して出
産・育児をおこなうことのできるようサポートする。

100

122
子育てサークル活動の支
援事業

子育て相談
センター

子育てサークル活動支援補助金交付団体数は年々増加し
ており、地域ぐるみで子育てを支援する環境とネットワーク
づくりにつながっている。

概ね順調に子育てサークル活動の支援をおこなっている。 A
継続

(現状維持)

子育てサークル活動支援補助金を適切に交付し、地域ぐる
みで子育てを支援する環境づくりとネットワークづくりを促進
する。

100

123
子育て支援サービスに関
する情報提供の充実

子育て相談
センター

毎年の子育てガイドブックの発行および子育て応援サイト＆
アプリの構築により、子育て家庭へ子育て情報の提供をお
こなった。

子育て家庭が必要な情報を適切に得られるように、子育て
ガイドブックや子育て応援サイト＆アプリの内容や機能を再
検討する必要がある。

A
継続

(現状維持)

各子育て家庭が、必要な子育て情報を適切に得ることがで
きるようにする。
子育てガイドブックについては、毎年内容を精査し発行す
る。
子育て応援サイト＆アプリについては、使いやすさ等の機
能の見直しを行う。

100

124
学習機会を通した子育て
支援情報の提供の充実

幼児課
認定こども園、幼稚園および保育所において、子どもの人
権や子育てをテーマにした学習会を開催し、職員と保護者
が共に学ぶ機会をもち、子育て支援情報の提供に努めた。

子育て世代への情報提供にかかる施設や保育者の専門性
や情報収集の機会等を充実する必要がある。

A
継続
(拡充)

新しい情報の収集に努め、子育て世代が安心して子育てで
きる環境づくりに努める。

100

125
すこやか訪問とブックス
タート事業

子育て相談
センター

訪問対象者の９割以上の家庭を訪問し、育児相談・情報提
供を行うとともに、親子のコミュニケーションづくりのきっかけ
として絵本の読み聞かせと絵本のプレゼントを行うことがで
きた。

訪問拒否や連絡がつかず、訪問未実施の家庭がある。 A
継続

(現状維持)

訪問にて育児相談・情報提供を行うとともに、親子のコミュ
ニケーションづくりのきっかけとして絵本の読み聞かせと絵
本のプレゼントを行う。訪問未実施の家庭については、手紙
送付し、訪問勧奨を行う。

100

126
利用者支援事業（保育コ
ンシェルジュ）の実施

幼児課

窓口や電話において、保育現場での幅広い経験・知識を生
かし、相談者の立場に立った助言を行った。年々、多様にな
る保育ニーズに対し、より高度な助言や調整が求められて
いる。

多様化する保育ニーズに対して最適な助言を行うべく、コン
シェルジュのさらなる質の向上を図る必要がある。

B
継続
(拡充)

多様化する保育ニーズに対し、情報収集・提供の内容を見
直すほか、コンシェルジュとしての経験を蓄積し、さらなる質
の向上を図る。

80

評価

100.0

90.0

100.0

93.3
（4）子育て相談
や情報の提供

第２期計画の基体的な施策方針
事業

（1）地域子育て
支援拠点事業
の展開

（3）子育て支援
のネットワーク
の仕組みづくり

施策の
進捗度

本施策の
今後の
方向性

施策
総評 総評から見えてきた課題

（2）親育ちを支
援するサービス
の充実

1

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 11 / 14 ページ



草津市子ども・子育て支援事業計画　全期間評価（平成２７年度～令和元年度） 目標4 資料５

基本目標4　子育ての喜びや悩みを分かち合える環境づくり

番号 施策名 番号 事業名 担当課 ％ 平均

評価
第２期計画の基体的な施策方針

事業 施策の
進捗度

本施策の
今後の
方向性

施策
総評 総評から見えてきた課題

127 児童扶養手当
子ども家庭
課

ひとり親家庭に対して児童扶養手当を支給することで、経済
的負担の軽減および児童の福祉の増進を図ることができ
た。

引き続き適正な認定および支給事務を行う必要がある。 A
継続

(現状維持)
引き続き適正な認定および支給事務を行う。 100

128
ひとり親家庭相談業務の
充実

子ども家庭
課

母子父子自立支援員を２名設置し、ひとり親家庭のさまざま
な悩みに応じ、経済的自立および安定した生活が遅れるよ
う繰り返し相談支援を実施できた。

引き続き支援を行う必要がある。 A
継続

(現状維持)

関係機関との連携をより強化し、相談家庭の抱える課題、
家庭環境を十分把握したうえで、適切な相談支援を行って
いく。
（※目標4-2-136と統合したい）

100

129 日常生活支援事業の推進
子ども家庭
課

家庭の状況の変化により、利用希望に応じた急な調整が必
要となるが、家庭のニーズに沿ったサ－ビスが適用できた。

引き続き支援を行う必要がある。 A
継続

(現状維持)
引き続き、ひとり親家庭の生活の安定を図るため、制度の
周知、活用を図っていく。

100

130 ホームフレンド事業
子ども家庭
課

- - D 廃止 - -

131
自立支援教育訓練給付金
事業

子ども家庭
課

就職や転職に有利な技能の習得により、経済的自立に向け
た支援を行うことができた。

年々制度が改正され、また類似する多制度により、手続き
が複雑化する中、希望者の能力や説明のタイミングなどを
十分に理解し、希望者にとって有利な制度利用につながる
よう、特に丁寧かつ適切な助言を行う必要がある。

A
継続

(現状維持)
引き続き制度の活用により、ひとり親家庭の自立に向けた
相談支援を行う。

100

132
高等職業訓練促進給付金
事業

子ども家庭
課

就職や転職に有利な資格取得により、経済的自立に向けた
支援を行うことができた。

引き続き、ひとり親家庭の自立への相談支援が必要であ
る。

A
継続

(現状維持)
引き続き制度の活用により、ひとり親家庭の自立への相談
支援を行う。

100

133
ひとり親家庭の医療費助
成

保険年金課
ひとり親家庭の経済的負担軽減に一定の貢献ができてい
る。

運用を適切に行うとともに、実績を検証する。 A
継続

(現状維持)
引き続き、ひとり親家庭にかかる保険診療の一部負担金分
を助成する。

100

134
児童育成クラブ保育料の
減免

子ども・若者
政策課

支援の必要な方に適切に支援を行うことができた。 今後も要望に応じて適切に支援を行っていく。 A
継続

(現状維持)
今後も要望に応じて適切に支援を行っていく。 100

135
ファミリー・サポート・セン
ター利用料助成

子育て相談
センター

ひとり親家庭に当サービスを適切に利用していただいた。

ファミリー・サポート・センターにおけるひとり親家庭の利用
料助成制度を知らない子育て家庭が潜在している可能性が
ある。そのため、当助成制度の周知徹底を図っていく必要
がある。

A
継続

(現状維持)
ファミリー・サポート・センターのひとり親家庭の利用料助成
制度の周知を継続して行う。

100

136
母子・父子自立支援員相
談事業

子ども家庭
課

母子父子自立支援員を２名設置し、ひとり親家庭のさまざま
な悩みに応じ、経済的自立および安定した生活が遅れるよ
う繰り返し相談支援を実施できた。

ＤＶ等、緊急な対応が必要な場合や相談内容が多様化し、
関係機関が多岐に渡り、解決に時間を要するなど、年々相
談内容が複雑化し、関係機関との連携および総合的な支援
が多くなってきている。。

A
継続

(現状維持)

関係機関との連携をより強化し、相談家庭の抱える課題、
家庭環境を十分把握したうえで、適切な相談支援を行って
いく。
（※目標4-2-128と統合したい）

100

137
母子寡婦福祉資金および
父子福祉資金貸付事業

子ども家庭
課

相談家庭の現状から将来設計を立て、自立に必要とされる
資金の貸付を行った。

- A
継続

(現状維持)
引き続き、相談者の家庭の状況を十分把握したうえで、自
立に必要な貸付相談に応じていく。

100

138 子どもの居場所づくり事業

子ども家庭
課
人とくらしの
サポートセン
ター

子どもたちが継続的な参加をし、また子ども同士や支援者、
ボランティアとの関わりから信頼関係が築かれ、子どもの社
会性が育まれていると評価できる。

定員に対して、参加者が少なく、さらに参加しやすい環境を
整える必要がある。

B
継続
(拡充)

子どもとの関わりの深い関係機関と連携を強化しながら制
度の理解を深め、支援の必要な子どもの参加に繋げてい
く。また、参加しやすい環境についても研究をしていく。

80

98.2
ひとり親家庭の
自立支援

2

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 12 / 14 ページ



草津市子ども・子育て支援事業計画　全期間評価（平成２７年度～令和元年度） 目標4 資料５

基本目標4　子育ての喜びや悩みを分かち合える環境づくり

番号 施策名 番号 事業名 担当課 ％ 平均

評価
第２期計画の基体的な施策方針

事業 施策の
進捗度

本施策の
今後の
方向性

施策
総評 総評から見えてきた課題

139 赤ちゃんの駅
子育て相談
センター

「赤ちゃんの駅」設置施設数は増加した。
また、相談会を開催し、子育て世代の不安を取り除く環境の
整備につながった。

「赤ちゃんの駅」がどこに設置されているか知らない方が多
く、認知度を上げる必要がある。

A
継続

(現状維持)
「赤ちゃんの駅」の設置施設数の更なる増加を目指す。
また、認知度を上げるため、周知活動に取り組む。

100

140
通行者の安全確保のため
の歩道整備

道路課 おおむね計画通りに進捗を図れた。 おおむね計画通りであり、引き続き事業を実施していく。 A
継続

(現状維持)
草津市バリアフリー基本構想に則り、草津駅周辺歩道のバ
リアフリー化を実施するため詳細設計、工事を進めていく。

100

141 公園の良好な維持管理 公園緑地課
児童公園等維持管理業務委託
児童公園・遊園再整備事業等　２９箇所

引き続き、市内の公園について、子どもや子育て世帯を含
め、安全に利用できるよう、遊具の点検などの維持管理を
続けていく必要がある。

A
継続

(現状維持)
市内の公園について、子どもや子育て世帯を含め、安全に
利用できるよう、遊具の点検などの維持管理を行う。

100

142
子どもや子育て世帯が身
近に利用できる遊び場な
どの整備

草津川跡地
整備課、公
園緑地課

平成３０年度に野村公園整備事業を完了し、令和元年６月
より供用を開始した。
平成２８年度に草津川跡地整備工事を完了し、草津川跡地
公園（区間２・区間５）を平成２９年４月より供用を開始した。

野村公園の供用開始に伴い、子どもから大人まで誰もが気
軽に利用できるスポーツ施設としての機能に加えて、プロス
ポーツの試合やイベントなどの開催を今後も継続して計画し
ていく必要がある。
また、既に供用を開始している草津川跡地公園（区間２・区
間５）について、誰もが今後も継続して利用できる公園を目
指し、引き続きにぎわいの創出に取り組んでいく必要があ
る。

A
継続
(拡充)

野村公園体育館について、子どもから大人まで誰もが気軽
に利用できるスポーツ施設としての機能に加えて、プロス
ポーツの試合やイベントなどの開催を今後も継続して計画し
ていく。
既に供用を開始している草津川跡地公園（区間２・区間５）
について、誰もが今後も継続して利用できる公園として、さ
らなるにぎわいの創出に向けて積極的に取り組んでいく。

100

143
良好な環境の確保と調和
のとれた宅地開発の誘導

開発調整課

良好な環境の確保と調和のとれた宅地開発の誘導を目的
に開発許可率等の数値を指標とし、実施した結果、申請に
対して、許可率等はおおむね100％を達成することができ
た。

良好な都市環境の確保と調和の取れた秩序ある街の形成
が子育てしやすいまちづくりに直結していることには疑問が
あり、また、開発許可率等の数値で図れるものではない。

A 完了
良好な環境の確保と調和のとれた宅地開発が子育てしや
すいまちづくりに繋がるとは言えないことから、Ｒ２～Ｒ６に
ついては、当該計画に計上する予定はありません。

100

144
ライフスタイルに適した良
好な住宅の供給

住宅課
バリアフリー化した間取りの住宅を整備し、計画通り入居者
募集を実施できた。

市営住宅の建替時や大規模改修時には、子育て世帯向け
に適した間取りのある住宅の検討が必要である。

A
継続

(現状維持)
常盤団地長寿命化工事ならびに市営住宅建替事業におい
て、子育て世帯向けに適した間取りのある住宅を検討する。

100

145
住宅困窮者対策事業の充
実

住宅課
空家状況を勘案しながら入居者募集を行い、住宅を供給で
きた。

・高齢者世帯の応募が多く、子育て世帯の応募が少なかっ
た。
・公営住宅のみでの対応には限界がある。

B
継続
(拡充)

滋賀県居住支援協議会のセーフティーネット住宅の登録や
利用を福祉部局と連携し進める。

80

平均 97.5

97.13
子育てしやすい
まちづくり

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 13 / 14 ページ



草津市子ども・子育て支援事業計画　全期間評価（平成２７年度～令和元年度） 目標5 資料５

基本目標5　子育てと仕事が両立できる環境づくり

番号 施策名 番号 事業名 担当課 ％ 平均

146
認定こども園、保育所で実
施する特別保育事業の充
実

幼児課
幼児施設課

一時預かりを実施する施設が増加する等、総じてサービス
の質は上がったと考えられるが、休日保育を実施する施設
がない等、全てのニーズに応えられていない。

休日保育や延長保育の時間拡大等、様々なニーズがある
一方、保育士不足や処遇改善等の問題もあり、提供できる
サービスに限りがある。

B
継続

(現状維持)

保育需要の高まりや保育士不足等の状況は今後も続くと考
えられることから、安易にサービスを拡大しようとせず、現状
のサービスを持続可能なものとしていく。

80

147 預かり保育事業の実施 幼児課 計画通りに実施することができた。 現状では周辺に実施施設のない地域がある。 A
継続
(拡充)

幅広いニーズに対応すべく、実施施設を増やしていく。 100

148
ファミリー・サポート・セン
ター事業の推進

子育て相談
センター

支援を受けたい依頼会員と支援を提供したい提供会員とを
結びつけ、子育てと仕事を両立することのできる環境づくり
をおこなった。

提供会員が不足しており、提供会員を増加させることが必
要である。

B
継続

(現状維持)

依頼会員と提供会員の結び付けを継続しておこない、子育
てと仕事を両立することのできる環境づくりにつなげる。ま
た、提供会員を増加させるため、子育て家庭以外にもファミ
リー・サポート・センターを知ってもらえるよう周知を図る。

80

149
病児・病後児保育事業の
充実

子ども・若者
政策課

支援の必要な方に適切に支援を行うことができた。 今後も要望に応じて適切に支援を行っていく。 A
継続

(現状維持)
今後も要望に応じて適切に支援を行っていく。 100

150
子育て短期支援事業
（ショートステイ・トワイライ
トステイ）の充実

家庭児童相
談室

保護者が一時的に養育困難となった際に、ショートスティ・ト
ワイライトスティで子どもを預かり養育を行ったことで、保護
者の負担を軽減し、不適切な養育を防ぐことができた。

指定施設の空き状況により、受け入れが難しい場合があ
る。

A
継続

(現状維持)
引き続き、保護者が養育困難となった場合の一時的な養育
支援を行う。

100

151 一時預かり事業
幼児課
幼児施設課

実施する施設が増え、より利便性を高めることができた。 特になし。 A
継続
(拡充)

今後とも利用者のニーズを満たすべく、実施する施設が増
加するよう働きかけていく。

100

152 児童育成クラブの充実
子ども・若者
政策課

計画どおり、「のびっ子」老上西の整備を行うことができ、保
護者が就労などにより昼間家庭にいない小学生に対して、
放課後に適切な遊び、生活の場を与え、児童の健全な育成
を図ることができた。

今後も公設・民設ともに、児童育成クラブの運営を適切に
行っていく。

A
継続

(現状維持)
今後も公設・民設ともに、児童育成クラブの運営を適切に
行っていく。

100

153
民間による児童育成クラ
ブの整備

子ども・若者
政策課

令和元年度に待機児童が生じたが、児童数が著しく増加す
る区域に民設民営の児童育成クラブを開設し、概ね適切な
受け皿整備を行うことができた。

待機児童を発生させないことを目標に今後も民設児童育成
クラブの施設整備を進めていく必要がある。

B
継続

(現状維持)
今後定員を超えることが予想される学区を対象に、継続して
民設児童育成クラブの施設整備を進めていく。

80

154
子育て世代を対象にした
男女共同参画啓発講座の
開催

男女共同参
画課

幅広い世代を対象とした学習会を実施し、子育て世代の参
加も得られ、男女共同参画の意識啓発ができた。

特に課題はない。 A
継続

(現状維持)

引き続き、幅広い世代を対象とした学習の機会を継続的に
実施することで、子育て世代への男女共同参画の意識啓発
をしていく。

100

155
男女共同参画による子育
てを可能とする職場づくり
のための啓発

男女共同参
画課

働き方改革関係の講座開催や啓発紙への掲載により、
ワーク・ライフ・バランスについて市内事業所や市民に啓発
できた。

特に課題はない。 A
継続

(現状維持)
引き続き、ワーク・ライフ・バランスについて啓発を行い、子
育てと仕事が両立できる環境づくりに努める。

100

156
育児休業や子どもの看護
休暇など各種制度の導入
推進啓発

商工観光労
政課

商工観光労政課の窓口にチラシやポスター等を設置し、啓
発活動を行った。

見やすい配置に努める。 A
継続

(現状維持)
商工観光労政課の窓口にチラシやポスター等を設置し、啓
発活動を行う。

100

平均 94.5

本施策の
今後の
方向性

施策
総評

事業
総評から見えてきた課題

評価
第２期計画の基体的な施策方針

施策の
進捗度

3
ワーク・ライフ・
バランスと雇用
環境の充実

93.3

90.0

100.0

1

多様な保育
ニーズに対応し
たサービスの提
供

2
児童育成クラブ
の整備

■施策の進捗度
・Ａ：計画通りに進捗しており、概ね順調である（達成率８０％以上）
・Ｂ：成果は上がっているが、課題が残る。（達成率６０～８０％未満）
・Ｃ：計画に対して進捗が遅れており、成果が少ない。（達成率６０％未満）
・D：着手していない・その他（廃止など） 14 / 14 ページ


